
○東近江市地域包括支援センター規則 

平成18年３月31日 

規則第26号 

（設置） 

第１条 地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な包括的な支援を

行うことにより、その保健の向上及び福祉の増進を図るため、介護保険法（平成９

年法律第123号。以下「法」という。）第115条の46第２項の規定に基づき、地域包

括支援センター（以下「支援センター」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 支援センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

(1) 名称 東近江市地域包括支援センター 

(2) 位置 東近江市八日市緑町10番５号 

（事業） 

第３条 支援センターは、次に掲げる事業を行う。 

(1) 法第115号の45第１項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事業（法第53条第

１項に規定する居宅要支援被保険者に係るものを除く。） 

(2) 法第115条の46第１項に規定する包括的支援事業 

(3) 法第58条第１項に規定する指定介護予防支援事業者として行う法第８条の２第

16項に規定する介護予防支援事業 

(4) 法第115条の48に規定する地域ケア会議推進事業 

２ 前項に規定するもののほか、支援センターは、厚生労働省令に規定する事業につ

いて、その必要に応じ実施するものとする。 

（利用対象者） 

第４条 前条の事業を利用することができる者は、法及び関係法令に規定するものの

ほか、それぞれの事業について市長が別に定める。 

（職員） 

第５条 支援センターに次の職員を置く。 

(1) センター長（管理者）（以下「管理者」という。） 

(2) 第３条の事業を担当する職員 

(3) その他必要な職員 

２ 前項第１号の管理者は、福祉部地域包括支援センター長の職にある者をもって充
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てる。 

（管理者） 

第６条 管理者は、支援センターの管理及び運営その他の事務を統括し、所属職員を

指揮監督する。 

２ 管理者は、支援センターに所属する各々の職員について、その専門性に留意した

事務分掌を定めるものとする。 

（開所時間及び休所日） 

第７条 支援センターの開所時間は、午前８時30分から午後５時15分までとする。 

２ 支援センターの休所日は、次のとおりとする。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

(3) 12月29日から翌年１月３日まで 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認めるときは、開所時間及

び休所日を変更することができる。 

（運営協議会） 

第８条 支援センターの設置、運営、評価等に関する事項について審議し、支援セン

ターの公平かつ中立な運営を図るため、東近江市地域包括支援センター運営協議会

（以下「運営協議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第９条 運営協議会は、次に掲げる事項について、必要な承認、審議及び評価を行う

ものとする。 

(1) 支援センターの設置に関すること。 

(2) 支援センターの運営に関すること。 

(3) 支援センターの職員の確保及び育成に関すること。 

(4) 地域包括ケアに関すること。 

(5) その他市長が必要と認めること。 

（組織） 

第10条 運営協議会は、委員10人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 被保険者 

(2) 公益組織の者 
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(3) 学識経験を有する者 

(4) 東近江市内に事業所を有するサービス事業者 

(5) 医療、保健、福祉団体等の者 

(6) その他市長が必要と認めた者 

３ 市長は、前項第１号の委員を委嘱するに当たっては公募等の方法によるものとし、

同項第２号から第６号までの委員を委嘱するに当たっては市民各層の幅広い意見が

反映されるよう適切な方法によるものとする。 

（委員の任期） 

第11条 委員の任期は、３年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第12条 運営協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会議） 

第13条 運営協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会議の議長は、会長が務める。 

３ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

５ 会議の公開に関しては、東近江市介護保険運営協議会会議公開要綱（平成17年東

近江市告示第115号）の規定を準用する。 

６ 会長は、必要に応じて会議に関係者の出席を求め、意見又は説明を聴くことがで

きる。 

（専門部会） 

第14条 運営協議会に、支援センターの運営に係る専門的な事項等を調査させるため、

専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会の委員は、運営協議会の委員のうちから会長が指名する。 

３ 専門部会は、必要に応じて複数置くことができるものとする。 

４ 専門部会は、第１項の調査が終了したときは、運営協議会に報告を行い、当該専
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門部会を解散する。 

（秘密の保持） 

第15条 運営協議会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職務

を退いた後も、同様とする。 

（事務局） 

第16条 運営協議会の庶務は、福祉部地域包括支援センターにおいて処理する。 

（その他） 

第17条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年規則第35号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年規則第29号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年規則第27号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年規則第12号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年規則第20号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年規則第31号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年規則第35号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年規則第３号） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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